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修士論文要旨
１．研究の背景と課題　社会発展の指標として従来から使
用されてきたGDPなどの経済指標が、個人の生活レベル・
幸福感をあまり良く反映していないことが近年広く認識さ
れるようになった。さらに、経済計算において環境負荷を
無視して来たため、CO2などの温室効果ガスの蓄積による
地球温暖化が進行し経済・社会の発展への悪影響が生じる
可能性が増大してきた。これ等の指標に関する問題点を改
善して国民の生活実態および経済・社会・環境の持続可能
な発展を適切に表現するため、世界の主要国・国際機関か
ら幸福の指標が提案された。しかし、これ等の幸福指標に
は幾つかの問題点がある。本論文では、これ等の問題点を
改善するため、人権に基づく包括的な幸福指標および人々
の幸福を推進するための幸福推進機構を提案する。幸福推
進プロセスにおいては、公衆参加を要件とし、公衆と行政
の間の大きな信頼感および両者の幸福推進への高いインセ
ンティブの醸成を可能とすること目標とする。
２．幸福推進の枠組　包括的な幸福指標の基盤および社
会・経済の発展と環境の保護・利用の基盤として、人類が
長い期間をかけて作り上げてきた規範である「人権」を選
択した。また、経済・社会の発展と環境の保護・利用を、持
続可能な幸福推進のための手段として位置付けた。
３．幸福の次元・指標　幸福を複数の次元（要素）で構成
し、各次元を複数の指標で表した。幸福の次元は、人権の
基本的な要素である自由、公平、平等、および義務・責任
のいずれに属すかを明示できるよう、階層構成とした。階
層は大分類、中分類、小分類の３階層とし、大分類で世界
人権宣言を条約化した２規約いずれに関係するかを、また
中分類で人権の基本要素のいずれ属すかを示した。小分類
は、（狭義の）次元であり、世界人権宣言の条項に基づきそ
の意図を適切に表現する項目とした。幸福の指標は、次元
対応にその内容を示すことができる複数項目で表した。
４．幸福推進機構　幸福推進機構として、公衆の行う幸福
推進サービスへの支払（PWS; Payment for people’s 
pro- Well- being Services）制度を提案した。PWSは、自
転車通勤のような個人の日常行動および過労相談のような
ボランティア活動から成る幸福推進サービスが生成する外
部便益を内部化し、得られた資金を人々の幸福推進のため
に活用する制度であり、１）幸福推進サービスの提供者は
幸福推進に資する日常行動・ボランティア活動を行う公衆、
２）サービス購入者は行政などであり、３）内部化によっ
て得られた資金は行政の幸福推進事業に使用する。
　PWSの主要機構として、公衆代表と行政の協働による審
議・決定を前提とする、資金機構とサービス選定・事業計
画機構を設けた。前者では、公衆の幸福推進サービスの外
部便益を、行政の幸福推進関連予算の一部をPWS特別会計に
移すことで（行政予算増なしに）内部化し、得られた資金
をPWS基金として管理し、幸福推進事業に投入すべき金額を
決定する。後者では、公衆が行う幸福推進サービスの内容
および行政が行う幸福推進事業の内容を決定する。
　PWSのガバナンスは、資金生成、サービス選定・事業計
画、モニタリング、報告および検証から成る年度毎のプロ
セス・サイクルに加え、情報集配・質問応答システム、苦
情処理、および監視・監査からなる常設プロセスで構成し、
公衆と行政がこれらの全プロセスに参加・協働するよう設
定した。また、情報集配・質問応答システムをインターネッ
ト経由でアクセス可能とし、国外の公衆参加も可能とした。
さらに、PWSを国際的な環境で適用可能とするため、NGO
等の公衆の参加を重視した国際PWSを提案した。
　PWSによって、行政は、幸福推進サービスと公衆の意見
も反映した幸福推進事業を予算増なしで実施できる。他方、
公衆は、幸福推進サービスにより満足感を得られると共に、
行政の幸福推進活動の審議・決定に貢献できる。従って、両
者の間の大きな信頼感および両者の幸福推進に対する高い
インセンティブの醸成を期待できる。
　アーキテクチャ、ガバナンス、資金などに関して、PWS
と国連人権システム、PES（Payment for Environmental 
Services）制度および京都メカニズムとを比較した結果に
よると、PWSは、相対的に低い複雑度で効果的な公衆参加
の仕組みを機構・ガバナンスに組み込んでいるが、実施細
則などの導入などに依って複雑度が増す可能性がある。
５．残された課題　本研究の残された課題として、１）関
連する多くの公衆の意見を効果的に集約するための手段・
方法の検討、および２）小規模プロジェクトの実施による、
提案した幸福指標とPWSの評価、などがある。
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